
１３環境モデル都市平成２４年度の主要事業 

資料５ 



お問い合わせ先：北九州市環境未来都市推進室（０９３-５８２-２２３８ ） 
北九州市 ２４年度主要事業 

アジア低炭素化センターを核に官民が連携し、都市環境インフラ

に係る技術やノウハウをパッケージ化して、環境ビジネスの海外

展開を支援する。 

アジア低炭素化センター 

「北九州市生物多様性戦略」の基本理念「都市と自然との共生」

として、生物の多様性を確保しながら、市民が自然とふれあい、

全国に誇れる魅力ある自然環境学習の場を提供する。  

■市民・ＮＰＯ等の活動拠点として、ネイチャーセンター 

 を整備し、平成２４年１０月グランドオープン予定 

響灘ビオトープ      

 
○ 廃棄物処分場跡地を利用 
○ 面積は日本最大級（４８ha） 
○ ベッコウトンボやメダカなど絶滅危惧種に指定されている生物や、 
  ２３７種類の鳥類・２８４種の植物・２４種類のトンボを確認 

 
 

アジア諸都市 
ＣＯ₂削減と同時に、汚染の緩和や生活の質の向上 

北九州市 
海外への環境ビジネス展開により地域の活性化 

 WIN-WINの関係構築 

相手都市のニーズに応じたオーダーメード方式によるパッケージ展開 

優れた環境技術   北九州市の先進的なシステム 

北九州エコタウン 北九州スマート 

コミュニティ創造事業  
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ウォータープラザ北九州 

 北九州エコタウン 

 
省エネインバーター 

 
省エネ照明 

アジア 

ネットワーク 

強化 

■本市における地域経済の活性化と、アジア地域の 

 低炭素化を中心とした環境問題解決に貢献 

環境 

ショールー
ム 

機能強化 



お問い合わせ先：京都市地球温暖化対策室（075-222-4555 ） 
京都市 ２４年度主要事業 

市民による太陽エネルギーの利用
拡大を促進するため，住宅用太陽
エネルギー利用設備の設置につい
て助成する。 

助成件数 

太陽光発電システム：2,370件程度 
蓄電システム：20件程度 
太陽熱利用システム：50件程度 

住宅用太陽ｴﾈﾙｷﾞｰ利用設備設置助成制度 

共同出資により市内の公共施設等へ
太陽光発電システムを設置し，得られ
た売電収入で利益を出資者に還元す
る京都ならではの「市民協働発電」の
制度設計を行う。 

７月：第1回検討委員会開催 
平成２５年度３月までに制度設計 

京都市における再生可能エネル
ギーの飛躍的な利用拡大を図るた
め，京都市水垂埋立処分場において，
出力２MWの大規模太陽光発電所を
２基設置する。 

７月１日：第１基運転開始 
（再生可能エネルギー固定価格買取制度 

開始後における全国初の運用開始） 

市民協働発電制度の創設 大規模太陽光（ﾒｶﾞｿｰﾗｰ）発電事業 

太陽電池出力：2,100kW×２基 

事業期間：平成24年７月１日 

        ～平成44年６月30日 

     太陽光発電システム 
  2万円/kW 
 ※上限4kW8万円まで 
 

     太陽熱利用システム 
 ソーラーシステム（強制循環型） 

  10万円/件 
 太陽熱温水器（自然循環型） 

  5万円/件 
※共に集熱面積が3㎡ 
  以上のシステム 

       蓄電システム 
 機器費用の1/3 （上限50万円） 
※付帯設備費，工事費は除く 
※蓄電容量の合計が1kWh以上 
※太陽光発電と常時接続するシステム 公共施設等 

京都市 他 運営主体 市民 

イメージ図 

還元 

設置申請 

使用許可 

売電収入 

¥○○○○.- 

売電 

太陽光発電 
システム 

関西電力 

再生可能エネルギー
買取法の規定により，
太陽光発電システム
で発電された電力す
べてを関西電力に売
却する。 

太陽光発電シ
ステムを普及
し，ＣＯ２の
排出量を削減
する。 

太陽エネルギー利用の大幅拡大 

市民出資 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サイクルポート 

お問い合わせ先：堺市環境都市推進室（０７２－２２８－７５４８ ） 
堺市 ２４年度主要事業 

民間事業者が設置、管理する電気自動車を、市
民と市が共同で利用する「公用車ＥＶカーシェアリ
ング」の実施や、既存の「堺版コミュニティサイク
ルシステム」の拡充などを行うことで、走行時排出
ガスゼロの交通体系の普及促進を図る。 

 

＜公用車ＥＶカーシェアリング及び充電設備の設置＞ 
平成２７年度末まで継続実施し、データ収集と解析を行うことで、 
運用改善を検討する。また、平成２４年度中に充電設備を２５基 
（予定）整備することで、利便性向上による利用者拡大を図る。 
＜堺版コミュニティサイクルシステム＞ 
平成２４年４月から新たにサイクルポートを２ヵ所増設し、市域 
６カ所での運用を実施。 

 

低公害車の普及と自転車を活かしたまちづくり 

 
自然エネルギーへの関心の高まりと、堺太陽光
発電所の全面稼働を追い風に、まち全体で太陽
エネルギーを活用する「まちなかソーラー発電所」
の実現に向けた事業を展開する。 

 

 

まちなかソーラー発電所推進事業 

・太陽光発電設置補助 

・「SAKAIエコ・ファイナンスサポーターズ倶楽
部」による普及啓発・金融商品の提案・研究会
の設置等 

・太陽光発電設置 

・民間事業者による公共施設 

 等への太陽光設備の設置 

主な取組 

平成２４年５月 太陽光発電と複合的に導入する燃料電池コー 

          ジェネレーションシステム設置補助を開始。 

平成２５年２月 晴美台エコモデルタウンのまち開き（予定）。        

市役所 
周辺図 

i-MiEV 

リーフ 

公共施設 

主な取組 

サイクルポート 

サイクルポート 

リーフ 

リーフ 

i-MiEV 

EVステーション 

堺太陽光発電所 
平成23年度に全面稼働を開始した 

メガソーラー発電所 

住  宅 

晴美台エコモデルタウン 
（完成イメージ図） 

環境性能に優れた戸建住宅など
エコモデルタウンを形成する。 

事業所 

市立小学校設置の太陽光発電システム 

・太陽光発電設置補助 

・太陽熱発電設置補助 

・太陽光発電と複合的に導入する 

 燃料電池コージェネレーション 

 システム設置補助 

主な取組 



お問い合わせ先：YSCPについては、 

           横浜市温暖化対策統括本部プロジェクト推進課（045-671-4155） 
           横浜市脱温暖化モデル住宅推進事業については、 

           横浜市建築局住宅部住宅計画課（045-671-2922） 

横浜市 ２４年度主要事業 

市民・事業者・行政が一体となって、再生可能エネル
ギーの導入や家庭・事業者・地域でのエネルギーマネジ
メント、次世代交通システムの構築によって、横浜型の
持続可能な低炭素都市（横浜スマートシティ）を目指すプ
ロジェクトです。 

YSCPの主な取組はこちら↓ 
http://www.city.yokohama.lg.jp/ondan/yscp/ 

横浜スマート・シティ・プロジェクト（YSCP） 

横浜市脱温暖化モデル住宅推進事業の取組はこちら↓ 
http://www.city.yokohama.lg.jp/kenchiku/housing/datsuon/ 

横浜市脱温暖化モデル住宅推進事業 

低炭素社会の実現に向けて、環境に配慮した街並みと
省エネ性能の高い戸建住宅を整備し、これからの環境配
慮型まちづくりモデルの構築を目指しています。 

本市が目指す将来像（イメージ） 

事業キャラクター 

だつおんくん 

モデルハウスの外観 

全景イメージ 

24年５月 横浜市緑区 

家庭におけるホームエネルギーマネ
ジメントシステム（HEMS）の設置にあ
たり、補助対象エリア（5区→全市18

区）及び補助件数を拡大し電力の見
える化を推進し、更なる節電を推進 

HEMSの設置補助拡大 

23年10月  
横浜市中区 
元町商店街にて 

二人乗り超小型電動車両の国内初の実証実験を実施 

HEMSのモニターのイメージ 

YOKOHAMA Mobility 
“Project ZERO” 

PV 

自然採光・通風を 
有効に取り入れる 

EV用充電器 

太陽熱利用システム 



お問い合わせ先：飯田市地球温暖化対策課（0265-22-4511） 
飯田市 ２４年度主要事業 

事業概要 
地域のエネルギー会社が事業主体となって、地域に賦存するエネルギー資源を活用し、市場からの資金調達を中心に事業の初期投資費用を調達し、地域エネ
ルギー供給による事業収益でエネルギーの地産地消を行い、地域で環境と経済を好循環させ、持続可能な地域づくりを目指す事業。 

太陽光市民共同発電事業をモデルにした飯田市における小水力市民共同発電 



バイオエタノールの生産・活用
余剰農作物を有効活用したバイオエタノールを
車両燃料として活用するとともに、マテリアル利
用の展開を図る
◆Ｅ3、Ｅ10燃料の一般車両導入拡大
◆Ｅ95のバス、トラックへの導入

◆ペットボトル等の製造

バイオエタノールの生産・活用
余剰農作物を有効活用したバイオエタノールを
車両燃料として活用するとともに、マテリアル利
用の展開を図る
◆Ｅ3、Ｅ10燃料の一般車両導入拡大
◆Ｅ95のバス、トラックへの導入

◆ペットボトル等の製造

バイオガスの生産・活用
家畜糞尿や農作物残渣を混合発酵させ、
効率的に取り出したメタンガスの燃料活用、
副産物の消化液は高付加価値肥料に活用

投入

家畜ふん尿

◆混合発酵によるバイオガスプラントの高効率化

バイオガスの生産・活用
家畜糞尿や農作物残渣を混合発酵させ、
効率的に取り出したメタンガスの燃料活用、
副産物の消化液は高付加価値肥料に活用

投入

家畜ふん尿

◆混合発酵によるバイオガスプラントの高効率化

バイオディーゼル燃料の生産・活用
廃食用油からのＢＤＦ精製に、なたね等の緑肥
（油糧）作物由来の廃食用油を利用する地域モ
デルの創出に取り組む
◆ＢＤＦの高濃度利用（Ｂ20）の促進

◆特定特殊自動車での使用

バイオディーゼル燃料の生産・活用
廃食用油からのＢＤＦ精製に、なたね等の緑肥
（油糧）作物由来の廃食用油を利用する地域モ
デルの創出に取り組む
◆ＢＤＦの高濃度利用（Ｂ20）の促進

◆特定特殊自動車での使用

お問い合わせ先：帯広市 環境モデル都市推進室（0155-65-4235 ） 
帯広市 ２４年度主要事業 

事業概要 

既存の交流電力系統とは異なり、直流給電をそのまま使
用するためのフィールド実証試験を、家庭とオフィスの異
なる２つの分野で行なうもの。本事業は、山形県や民間
事業者、大学と共同で実施する。 

 
世界的にも注目されている直流給電に関するフィールド実証事業です。 
事業期間は平成24年度～平成26年度の3年間を予定しています。 

 

自立・分散型エネルギー社会の実現に向けた直流方式による 

地域間相互エネルギー融通システムの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

国際戦略総合特区の１次認定地域に指定された事を受
け、総合特区制度を活用して、地域におけるエネルギー
の地産地消に向け、バイオガスの活用やバイオ燃料の
高度利用を目指していくもの。 

取組の具現化を目指して、H24年度より本格的に規制・税制・財政の面から、 

関連する省庁との協議等を実施していきます。 

バイオマス燃料の生産・活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山形県 
帯広市 

環境と調和した循環型農業の展開 



お問い合わせ先：富山市環境政策課（076-443-2053 ） 
富山市 ２４年度主要事業 

事業概要 

中心市街地の市内電車環状線の路線上に、新たに停留
場を整備することで、利用者の利便性を向上させ、公共
交通機関の利用を促進するとともに、中心市街地の活性
化を図る。 

・平成25年度に供用開始予定。 
・最も駅間が長い区間に新停留場を設置することで、 
 利用者の利便性が向上 

新停留場整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

市内に整備したエネルギー関連施設を環境学習や啓発
の拠点として利用することで、市民が実際に見て触れる
機会を提供するとともに、地球環境と調和した将来のエ
ネルギーの在り方についての理解を深める。 

・夏休み期間を利用した小中学生を対象とした親 
 子参加体験型のツアーの開催 
・小水力発電所の地元住民をボランティアガイドと 
 して採用  

次世代エネルギーパーク推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

新駅のイメージ 



お問い合わせ先：豊田市環境モデル都市推進課（0565-34-6982 ） 
豊田市 ２４年度主要事業 

次世代エネルギー・社会システム実証や総合特区制度など国の制度を活用してスマートシティ構築を目指すとともに、
低炭素社会モデル地区「とよたエコフルタウン」を拠点に取組を国内外へ情報発信。今後さらに拡充していく。 

スマートシティ構築と情報発信拠点の整備 

次世代エネルギー・モビリティ創
造特区（総合特区制度の活用） 

エネルギー、モビリティ、産業振
興に関する政策課題を規制の
特例措置や、財政上・税制上の
措置などを活用し解決 

低炭素交通システム 

の構築 

家庭・コミュニティ内の 

エネルギー利用最適化 

工場のサスティナブル・プラント化 

森林の健全化 

環境・エネルギー 

産業の振興 

地域資源の活用 

HEMS・EDMS 

再生可能 

エネルギー 

PHV・EV・FCV 

ITS 

情報発信拠点の整備 

市の低炭素社会実現に資する取組や最新の環
境技術などの見える化を図る低炭素社会モデ
ル地区「とよたエコフルタウン」を整備 

平成２４年５月１８日オープン（第１期区域） 

 
平成２４年度 第１期区域供用開始（５月）、第２期区域設計 
平成２５年度 第２期区域（1.0ha）工事 
平成２６年度 供用開始 
 

次世代エネルギー・社会システム実証 

官民連携により、生活者の行動動線に沿っ
たエネルギー利用の最適化を実証 



お問い合わせ先：下川町環境未来都市推進課（０１６５５－４－２５１１ ） 
下川町 ２４年度主要事業 

限界集落エリア「一の橋」地区において、コレクティブハウスによる
集住化によりエネルギー自給や地域自立を図るモデルを構築する
もの。 

同地区に存在する障害者施設「山びこ学園」におけるエネルギー
自給も含め、再生可能エネルギーのベストミックスによるエネル
ギー自給を図る。 

また、集住化による生活支援の解消や社会的連帯感の回復やコ
ミュニティビジネス創出など副次的効果も期待できる。 

◆ ～平成24年10月頃 エリア設計 
◆ ～平成25年度末メド 竣工 
（環境未来都市先導的モデル事業等を活用） 

エネルギー自給型集住化モデルの構築 

町ぐるみの低炭素化を進めるため、住民が主体的に実施するエコ
活動の促進を図る。 

住宅の低炭素化や地域材活用に助成する「快適住まいづくり促進
事業」のほか、バイオマスライブをはじめとする住民主体の環境イ
ベントに助成する「環境モデル都市推進事業補助金」、ポイントに
より日常の低炭素化活動に経済的インセンティブを付与する「エ
コ・アクション・ポイント」の実施拡大を図る。 

 

◆エコ・アクション・ポイント参加目標 1,000人  
◆バイオマスライブの開催（９月予定） 
◆住宅エコ改修の促進（～平成25年度） 

住民主体のエコ活動促進 

一の橋地区バイオビレッジ構想 

共同住宅ゾーン

住民センター・郵便局

共同住宅ゾーン

一の橋コミュニティセンター（既存）

山びこ学園

集住化モデルゾーン

富士桜公園

共有スペース

熱供給施設再エネ設備 

快適住まいづくり促進事業 
（低炭素化・地域材活用の住宅改修等） 

環境モデル都市推進事業補助金 
（バイオマスライブ等） 

エコ・アクション・ポイント事業 
（低炭素化活動へのポイント付与） 



お問い合わせ先：水俣市環境モデル都市推進課（０９６６-６１-１６１２） 
水俣市 ２４年度主要事業 

事業概要 
水俣環境ブランドを確立し、環境コストを最小限に抑えて新たな企
業誘致等に結びつけるため、水俣産業団地のゼロカーボン化を図
る。具体的には、産業団地内に新たなバイオマス熱電併給施設を
設置し、各工場を熱導管ネットワークで接続し、かつ、太陽光発電
等の個別機器を組み合わせながら、産業団地全体の温室効果ガ
ス排出量をゼロにする。我が国初 

のゼロカーボン産業団地として、水銀条約外交会議の際に内外に
、水俣地域の再生をアピールする。 

 
・平成２４年度に調査・実施設計 
・平成２５年度以降に事業着手 
 

ゼロ・カーボン産業団地 

 

 

 

ポンチ絵、イメージ写真 

 

 

 

 

 

事業概要 
水俣の自然環境や地域特性を活かした次世代エネルギー導入技
術と環境制御技術を実証し、農山漁村における低炭素化を図る。
具体的には、①農業用ビニールハウス内における再生可能エネ
ルギー利活用システムの構築、②太陽光発電による海上分散自
立型電源を用いた養殖システムの構築、③都市部に比べて、エネ
ルギー需要が小さく、地点も尐ない本市の特徴にあったEMSの開
発を行い、エネルギーの最適運用システムを構築する。      
また、これらをビジネスパッケージモデルとして確立する。 

・平成２３～２５年度に技術実証 
・平成２６年度から環境制御システムの発売を予定 

みなまた農山漁村地域資源活用プロジェクト 

 

 

 

ポンチ絵、イメージ写真 

 

 

 

 

 



お問い合わせ先：宮古島市エコアイランド推進課（０９８０-７２-３７５１ ） 
宮古島市 ２４年度主要事業 

事業概要 

宮古島市において、スマートコミュニティを形成するため、
再生可能エネルギーを大量導入しつつ、IT技術を駆使す
ることにより、島内電力の需給を最適化し、エネルギー自
給率を高めるとともに、新たなエネルギーの需給システ
ム構築に伴う新たなビジネスモデルの構築により、地域
経済の活性化や雇用創出を図る。 

島嶼型スマートコミュニティ実証事業 

ホテル
モニター 

BEMS 

EV 

業務ビルモニター 

住宅モ
ニター 

火力発電所 

全島EMS 

・住宅・業務用ビル等の見える化モニターの募集 
・小規模離島における住宅用太陽光発電システムの集
中設置、等 

住宅 

公共施設 

＜来間島RE100％自活実証＞ 

農業ポンプ 

＜全島EMS実証＞ 

蓄電池 

 
出力変動抑制実証の本格運転開始 
 

再生可能エネルギー出力変動 

抑制システム実証 

出力変動抑制システムイメージ 

事業概要 

太陽光発電（PV）等の変動電源を抑制することを目的
にPVと揚水ポンプを組み合わせ、従来から行われて
いる蓄電池等の二次電池を用いた出力変動抑制の
代替として揚水ポンプの可変速運転にて変動する技
術を開発する。 

見える化 



お問い合わせ先：梼原町環境整備課環境モデル都市推進室（0889-65-1251 ） 
梼原町２４年度主要事業 

事業概要 

CO2排出量の削減による環境モデル都市の推進に有
効な風力発電施設について、建設に向けての具体的
な計画づくりを進め、エネルギー源の多様化や売電収
入の活用による地域振興など風力発電施設の効果を
高めるとともに電気代のいらないまちづくりをめざす。 

 
①町内電力の自給１００％をめざした建設に向けて 
の取組みとその売電収入を活用した循環モデルの推進。 

 

風力発電施設建設事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①木質ペレット活用で「CO2の削減」と森林整備に 
 つなげ「CO２の吸収」と地域経済効果を高める。 
②森林セラピー、環境教育の推進 

木質バイオマス地域循環モデル事業 

四国カルストへの 
風力発電施設の建設イメージ 

売電益を活用した地域振興  エネルギーの多様化と自給 

固定買取制度とリンク 

させ、風力発電の推進 

にはずみを付ける取組 

①仲間づくり 

②事前調査 

事業概要 

森（山村）の効用・価値を再認識し、森を元気にするこ
とを目指し、再生可能な森林資源のエネルギー利用に
よりエネルギーの多様化とCO2排出量の削減につな
げ環境モデル都市の推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製材所 
未利用材 

主伐・間伐材 

ペレット工場 

工場施設・
一般施設 

燃焼灰 

農地 

建築材 

木質ペレット 

端材 
ペレットストーブ 

森林セラピー 環境共生 

環境教育の場 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先：千代田区環境・温暖化対策課（０３-５２１１-４２５５ ） 
千代田区 ２４年度主要事業 

平成２３年度 表彰された事業所〈最優秀賞〉日本郵船株式会社 
               〈省エネルギー部門賞〉日本紙通商株式会社 
               〈環境教育部門賞〉株式会社そごう・西武本部 
               〈地域貢献部門賞〉株式会社セブン－イレブンジャパン 

温暖化配慮行動計画書制度 

 区内の各事業所で取り組んでいる、「環境活動」「環境教育」「地域貢献」などの温暖化配慮行動について、その実施状況や計画を事
業所が毎年区へ報告する制度。区は、その取組みを公表し、優良な取組みを表彰することにより、事業者の温暖化配慮行動の促進や
優良な取組みの普及を図る。対象は千代田区内の事業所で、従業員３００人以上の事業所は特定事業者として、報告書の提出を義務
付けている。 

計画書兼 
報告書の提出 千代田区 

模範となる取組者 
（事業所等）を表彰 

情報の閲覧 

情報の 
公開・提供 

◆計画書兼報告書の集計 
◆外部委員会による審査 
◆優良な取組みの表彰 

区ＨＰ等で模範となる取組み情報の取得 

区民等 

温暖化配慮行動の実施 事業所 

取組みの実行 

取組みの拡大・普及 

■従業員300人以上 
（特定事業者） 
⇒義務提出 

■従業員300人未満 
⇒任意提出 

提 出 
表 彰 


